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二
〇
一
〇
年
当
初
に
危
惧
さ
れ
て
い
た
景
気
失
速
に
よ
る
二
番
底
は
、

ア
ジ
ア
向
け
輸
出
の
増
勢
傾
向
を
受
け
て
、
回
避
さ
れ
る
見
通
し
に
な
っ

て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
前
政
権
に
よ
る
景
気
対
策
の
押
し
上
げ
効
果
は

既
に
ピ
ー
ク
を
越
え
、
今
年
の
春
先
か
ら
は
息
切
れ
感
が
明
確
化
す
る
と

見
込
ま
れ
ま
す
。
特
に
、
建
設
投
資
依
存
度
の
高
い
地
域
で
は
、
今
か
ら

マ
イ
ナ
ス
影
響
の
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

一　

懸
念
さ
れ
る
製
造
業
の
設
備
過
剰
感

  

我
が
国
の
景
気
低
迷
は
長
期
化
す
る
公
算
が
大
き
く
な
っ
て
き
ま
し

た
。
内
外
需
要
の
回
復
が
脆
弱
に
止
ま
る
中
、
こ
れ
ま
で
景
気
を
押
し
上

げ
て
き
た
政
策
効
果
が
剥
離
す
る
た
め
、
成
長
率
は
徐
々
に
鈍
化
す
る
見

通
し
で
す
。

  

企
業
部
門
で
は
、
厳
し
さ
が
長
引
く
見
通
し
で
す
。
輸
出
の
回
復
力
は

脆
弱
で
あ
り
、
海
外
で
の
景
気
対
策
効
果
が
薄
れ
る
二
〇
一
〇
年
半
ば
こ

ろ
に
は
、
伸
び
は
大
幅
に
ペ
ー
ス
ダ
ウ
ン
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
特

に
、
足
元
に
お
け
る
製
造
業
の
設
備
過
剰
感
は
、
過
去
最
高
水
準
と
な
っ

て
お
り
、
と
り
わ
け
、
鉄
鋼
・
一
般
機
械
・
輸
送
機
械
な
ど
で
深
刻
な

状
況
で
す
（
図
１
）。
日
本
総
研
に
よ
る
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
と
、

こ
の
設
備
過
剰
感
が
解
消
さ
れ
る
の
は
、
楽
観
的
な
景
気
シ
ナ
リ
オ
を
想

定
し
て
も
二
〇
一
一
年
の
終
わ
り
ご
ろ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
海
外

で
の
景
気
刺
激
策
の
効
果
が
一
巡
し
、
円
高
の
マ
イ
ナ
ス
影
響
が
残
存
す

る
こ
と
か
ら
、
輸
出
の
増
勢
は
徐
々
に
ペ
ー
ス
ダ
ウ
ン
す
る
公
算
が
高

ま
っ
て
い
ま
す
。

二　

政
策
効
果
の
息
切
れ
が
景
気
下
押
し
に

  

家
計
部
門
を
見
る
と
、
民
主
党
政
権
に
よ
る
各
種
政
策
に
よ
り
、

二
〇
一
〇
年
度
以
降
の
家
計
の
可
処
分
所
得
が
増
加
し
、
個
人
消
費
は

〇
・
六
％
程
度
拡
大
す
る
見
込
み
で
す
。
し
か
し
、
一
方
、
二
〇
一
〇
年

末
ま
で
は
雇
用
過
剰
感
が
強
く
雇
用
者
所
得
の
減
少
が
続
く
た
め
、
政
策

効
果
の
個
人
消
費
に
対
す
る
過
度
の
期
待
は
禁
物
で
し
ょ
う
。

  

さ
ら
に
、
前
政
権
に
よ
る
景
気
対
策
に
よ
る
押
し
上
げ
効
果
は
、
既
に

ピ
ー
ク
を
越
え
、
二
〇
一
〇
年
入
り
後
か
ら
、
息
切
れ
感
が
明
確
化
す
る

見
込
み
で
す
。
公
共
事
業
は
既
に
減
少
傾
向
で
あ
る
こ
と
に
加
え
、
新
政

権
に
よ
る
公
共
事
業
削
減
も
加
わ
る
た
め
、
減
少
傾
向
に
歯
止
め
が
か
か

ら
ず
、
成
長
率
を
大
き
く
下
押
し
す
る
見
通
し
で
す
（
図
２
）。
所
得
環

境
の
悪
化
は
、
個
人
消
費
の
押
し
下
げ
要
因
だ
け
で
は
な
く
、
住
宅
投
資

に
も
大
き
な
マ
イ
ナ
ス
要
因
と
な
り
ま
す
。
年
率
七
十
万
戸
レ
ベ
ル
ま
で

落
ち
込
ん
で
い
る
住
宅
着
工
戸
数
は
、
低
水
準
が
長
期
化
す
る
見
通
し
で

す
。

2010 年度の経済見通しと公共・建設投資減少の影響
～建設投資依存度の高い地域は、マイナス影響の対策を～

図１　設備過剰感の見通し（製造業）

（資料）日銀短観、法人企業統計をもとに日本総研作成
（注）有形固定資産回転率ベースに試算。売上高の伸び率は年率
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三　

 

建
設
投
資
依
存
度
の
高
い
地
域
で
は
、
今
か
ら

マ
イ
ナ
ス
影
響
の
対
策
を

  

こ
の
よ
う
に
、
二
〇
一
〇
年
の
我
が
国
経
済
が
低
迷
す
る
中
に
あ
っ
て

も
、
特
に
、
注
目
す
べ
き
は
建
設
投
資
の
落
ち
込
み
で
す
。
足
元
の
水
準

で
着
工
・
受
注
が
推
移
す
る
と
、
二
〇
一
〇
年
上
期
の
建
設
投
資
（
名
目
）

は
、
前
年
同
期
比
一
六
％
減
と
推
測
さ
れ
ま
す
。

  

日
本
総
研
の
分
析
で
は
、
建
設
投
資
の
域
内
総
生
産
に
占
め
る
割
合
が

高
い
地
方
圏
の
県
で
、
マ
イ
ナ
ス
傾
向
が
大
き
く
顕
在
化
す
る
傾
向
が
見

ら
れ
ま
す
。と
り
わ
け
、工
場
建
設
・
公
共
工
事
が
大
幅
に
減
少
す
る
県（
島

根
県
、
和
歌
山
県
、
青
森
県
な
ど
）
で
は
、
域
内
総
生
産
を
四
％
近
く
押

図２　公共投資の試算値（名目額、季節調整値、年率換算）

（資料）国の予算書、マニュフェストなどをもとに日本総研作成
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図３　建設投資の減少が域内総生産に与える影響（名目、2010年上期）

（資料）国土交通省、内閣府、総務省、各県の産業連関表、予算案などをもとに日本総研作成
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し
下
げ
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
（
図
３
）。

  

国
の
政
策
に
よ
る
農
業
戸
別
所
得
補
償
は
、
二
〇
一
一
年
度
か
ら
で
あ

り
、
か
つ
、
そ
の
効
果
も
限
定
的
と
考
え
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
こ
の
よ
う

に
、
建
設
投
資
の
域
内
総
生
産
に
占
め
る
割
合
が
高
い
地
方
圏
で
は
、
景

気
低
迷
が
長
引
く
中
に
あ
っ
て
、
二
〇
一
〇
年
度
か
ら
、
農
林
水
産
業
と

観
光
業
の
振
興
を
切
り
口
に
、
即
効
性
の
高
い
施
策
対
応
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。


